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実績資料

  融資業務の状況

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

80,000

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

設備資金
3,181億円
（9.9%）

運転資金
28,914億円
（90.1%）

日本公庫　　（5.6％）
中小企業事業（2.5%）
国民生活事業（3.1%）

商工中金
（3.9%）

民間金融機関
（90.5%）

（融資には、社債を含みます。総融資実績から設備貸与機関貸付および
投資育成会社貸付を除いたものの内訳です。）

3兆2,095億円
(100%)

243兆円
(100%)

製造業
30,073億円
（48.7%）

建設業
3,281億円
（5.3%）

物品販売業
10,254億円
（16.6%）

運輸・
情報通信業
5,400億円
（8.8%）

サービス業
6,547億円
（10.6%）

その他
6,151億円
（10.0%）

北海道
1,724億円
（2.8%）

東北
4,058億円
（6.6%）

関東･甲信越・
静岡

24,250億円
（39.3%）

東海
4,256億円
（6.9%）

九州
5,629億円
（9.1%）
四国
2,569億円
（4.2%）
中国
4,171億円
（6.8%）
近畿
12,656億円
（20.5%）
北陸
2,391億円
（3.9%）

（融資残高には、社債を含みます。総融資残高から設備貸与機関貸付および
投資育成会社貸付を除いたものの内訳です。）

（融資残高には、社債を含みます。総融資残高から設備貸与機関貸付および
投資育成会社貸付を除いたものの内訳です。）

6兆1,706億円
(100%)

6兆1,706億円
(100%)

（資料）日本銀行「金融経済統計月報」ほか
（注） ● 日本公庫中小企業事業の融資残高は、総融資残高から設備貸与機関貸付

および投資育成会社貸付を除いたものです。
 ● 日本公庫国民生活事業の貸付残高には、教育貸付、恩給担保貸付等を含

みます。
 ● 商工中金の貸付残高には、オフショア勘定にかかる貸出金および信用組

合代理貸を含みません。
 ● 民間金融機関の貸付残高は、都銀等、信託銀、地銀、第二地銀、信用金

庫の合計で、信用組合等を含みません。

（億円）（億円）

平成元年度
（20年前）

昭和54年度
（30年前）

11年度
（10年前）

19年度 20年度 21年度平成元年度
（20年前）

昭和54年度
（30年前）

11年度
（10年前）

19年度 20年度 21年度

直接貸付 22,793 52,133 67,935 56,897 55,421 61,080（億円）

代理貸付 15,348 13,295 7,463 1,099 846 626（億円）

設備貸与・
投育貸付 461 824 874 145 125 98（億円）

（注） 平成11年度以降の直接貸付残高には取得した社債の残高を含みます。

直接貸付 8,950 18,983 15,905 9,474 13,798 32,089（億円）

代理貸付 7,827 6,145 1,034 32 16 6（億円）

設備貸与・
投育貸付 149 269 204 30 25 12（億円）

（注） 平成11年度以降の直接貸付には取得した社債の引受額を含みます。

融資残高の推移 融資実績の推移

業種別の融資残高
（平成21年度末）

地域別の融資残高
（平成21年度末）

設備・運転資金別の融資実績
（平成21年度）

（参考）中小企業向け融資残高に占める日本公庫の割合
（平成21年度末）
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  証券化支援業務の状況

0～2人
77,713億円
（21.4%）

3～5人
63,291億円
（17.4%）

300人超・組合 2,173億円（0.6%）

101～300人
12,589億円
（3.5%）

51～100人
22,798億円
（6.3%）

21～50人
60,244億円
（16.6%）

6～20人
124,869億円
（34.3%）

都市銀行
59,071億円
（16.2%）

地方銀行
128,171億円
（35.2%）

その他 2,535億円（0.7%）

信用組合
11,330億円
（3.1%）

信用金庫
112,504億円
（30.9%）

第二地方銀行
50,067億円
（13.8%）

36兆3,680億円
(100%)

36兆3,680億円
(100%)

製造業
90,448億円
（24.9%）

建設業
81,294億円
（22.4%）

物品販売業
111,368億円
（30.6%）

運送・倉庫業
17,230億円
（4.7%）

サービス業
47,037億円
（12.9%）

不動産業
14,845億円
（4.1%）

その他 1,454億円（0.4%）
北海道・東北
31,404億円
（8.6%）

関東
156,518億円
（43.0%）

九州・沖縄 26,996億円（7.4%）

製造業
342億円
（28.3%）

鉱業
1億円

（0.1%）

建設業
184億円
（15.2%）

サービス業
164億円
（13.5%）

その他 3億円（0.3%） その他 2億円（0.2%）

不動産業
56億円
（4.7%）

卸売・小売業
340億円
（28.1%）

運輸・情報通信業
118億円
（9.8%）

製造業
192億円
（20.4%）

建設業
137億円
（14.6%）

運輸・
情報通信業

105億円
（11.1%）

サービス業
151億円
（16.1%）

不動産業
89億円
（9.5%）

卸売・小売業
264億円
（28.1%）

四国
7,660億円
（2.1%）

中国
19,115億円
（5.3%）

近畿
75,086億円
（20.6%）

中部
46,897億円
（12.9%）

36兆3,680億円
(100%)

36兆3,680億円
(100%)

1,211億円
(100%)

943億円
(100%)

貸付債権元本総額［保証額 660億円 (保証割合は 70％）］

買取型業種別の資金供給状況
（平成16～ 21年度）

保証型業種別の資金供給状況
（平成16～ 21年度）

  信用保険業務の状況（中小企業信用保険）

0～2人
77,713億円
（21.4%）

3～5人
63,291億円
（17.4%）

300人超・組合 2,173億円（0.6%）

101～300人
12,589億円
（3.5%）

51～100人
22,798億円
（6.3%）

21～50人
60,244億円
（16.6%）

6～20人
124,869億円
（34.3%）

都市銀行
59,071億円
（16.2%）

地方銀行
128,171億円
（35.2%）

その他 2,535億円（0.7%）

信用組合
11,330億円
（3.1%）

信用金庫
112,504億円
（30.9%）

第二地方銀行
50,067億円
（13.8%）

36兆3,680億円
(100%)

36兆3,680億円
(100%)

製造業
90,448億円
（24.9%）

建設業
81,294億円
（22.4%）

物品販売業
111,368億円
（30.6%）

運送・倉庫業
17,230億円
（4.7%）

サービス業
47,037億円
（12.9%）

不動産業
14,845億円
（4.1%）

その他 1,454億円（0.4%）
北海道・東北
31,404億円
（8.6%）

関東
156,518億円
（43.0%）

九州・沖縄 26,996億円（7.4%）

製造業
342億円
（28.3%）

鉱業
1億円

（0.1%）

建設業
184億円
（15.2%）

サービス業
164億円
（13.5%）

その他 3億円（0.3%） その他 2億円（0.2%）

不動産業
56億円
（4.7%）

卸売・小売業
340億円
（28.1%）

運輸・情報通信業
118億円
（9.8%）

製造業
192億円
（20.4%）

建設業
137億円
（14.6%）

運輸・
情報通信業

105億円
（11.1%）

サービス業
151億円
（16.1%）

不動産業
89億円
（9.5%）

卸売・小売業
264億円
（28.1%）

四国
7,660億円
（2.1%）

中国
19,115億円
（5.3%）

近畿
75,086億円
（20.6%）

中部
46,897億円
（12.9%）

36兆3,680億円
(100%)

36兆3,680億円
(100%)

1,211億円
(100%)

943億円
(100%)

貸付債権元本総額［保証額 660億円 (保証割合は 70％）］

（平成21年度末）

業種別の保険引受残高 地域別の保険引受残高
（平成21年度末）

従業員規模別の保険引受残高
（平成21年度末）

金融機関業態別の保険引受残高
（平成21年度末）




